
公 安 委 員 会 令和５年７月20日

令和５年警察白書（案）について

説明資料No. 長 官 官 房

１ 第１部（特集・トピックス）

(1) 特集（１ページ～）

「複雑化する社会に適応する警察組織と多彩な人材」

複雑化する治安課題や治安に関する国民意識の変化を概観した上で、

多彩な人材が活躍することができる環境の整備や、様々な能力や知見を

有する職員の確保と活用についての警察の取組について紹介するもの。

(2) トピックス（23ページ～）

Ⅰ 要人警護の強化に係る警察の取組

Ⅱ Ｇ７広島サミット等の開催に伴う警備

Ⅲ 新たなモビリティや自転車の良好な交通秩序の実現

Ⅳ サイバー事案の被害の潜在化防止に向けた官民連携の取組

２ 第２部（本編）（33ページ～）

第１章 警察の組織と公安委員会制度

第２章 生活安全の確保と犯罪捜査活動

第３章 サイバー空間における安全の確保

第４章 組織犯罪対策

第５章 安全かつ快適な交通の確保

第６章 公安の維持と災害対策

第７章 警察活動の支え

１



公 安 委 員 会 令和６年度警察庁予算概算 令和５年７月 2 0 日

説明資料№ 要求重点項目（案）について 長 官 官 房3
１ 令和６年度警察庁予算概算要求重点項目（案）

(1) 一般会計

ア 警察庁予算

第１ サイバー空間の脅威への対処

○対処能力の向上、官民連携の推進 等

第２ テロ対策と大規模災害等の緊急事態への対処

○各種テロ対策、警護の強化、大規模災害対策 等

第３ 安全かつ快適な交通の確保

○安全・円滑な交通環境の整備、交通安全施策の高度化 等

第４ 科学技術等を活用するなどした緻密かつ適正な捜査の推進

○ＤＮＡ型鑑定業務、死体取扱業務、鑑識資機材整備 等

第５ 組織犯罪対策の推進

○匿名・流動型犯罪グループに対する戦略的な取締りの強化、特殊

詐欺対策、薬物・銃器対策、来日外国人犯罪対策 等

第６ 生活の安全を脅かす犯罪対策の推進と犯罪被害者等支援の充実

○こどもや女性を犯罪から守る施策、犯罪被害者支援 等

第７ 警察基盤の充実強化

○車両、航空機、装備資機材等の整備、警察施設の整備 等

イ デジタル庁一括計上予算

マイナンバーカードと運転免許証の一体化、警察行政手続のオンライ

ン化、刑事手続関連業務のデジタル化 等

(2) 東日本大震災復興特別会計

交通安全施設等整備事業、放射線検知用資機材の点検・校正

２ 今後の予定

８月24日（木） 国家公安委員会（概算要求案）

８月31日（木） 概算要求書提出

２



公 安 委 員 会 令和５年７月20日
令 和 ４ 年 度 犯 罪 被 害 者 等 施 策

説明資料№ 長 官 官 房（犯罪被害者白書）（案）について

１ 犯罪被害者白書について

犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）に基づき、毎年、国会に

提出している法定白書（今年で18回目。国家公安委員会・警察庁として

は８回目）。政府による犯罪被害者等施策の進捗状況について記載。

２ 構成について

(1) 年次報告

第４次犯罪被害者等基本計画に盛り込まれた具体的施策の進捗状況に

ついて、５つの重点課題ごとに紹介。

第１章 損害回復・経済的支援等への取組(２頁～)

第２章 精神的・身体的被害の回復・防止への取組(22頁～)

第３章 刑事手続への関与拡充への取組(56頁～)

第４章 支援等のための体制整備への取組(72頁～)

第５章 国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組(112頁～)

(2) トピックス

○ 「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計

画）2022」の策定(31頁)

○ (69頁)被害者の心情等を踏まえた加害者処遇の充実について

(73頁)○ 犯罪被害者等支援を目的とした条例等の制定状況

(86頁)○ 死傷者多数事案における犯罪被害者等支援

○ 子供たちを性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にさせないた

めの「生命（いのち）の安全教育」について 等(113頁)

(3) 基礎資料

○ 犯罪被害者等施策の一層の推進について（令和５年６月６日犯罪被

害者等施策推進会議決定）

○ 地方公共団体における取組状況

○ ワンストップ支援センター一覧

○ 犯罪被害者等に関する相談先一覧 等

３ 今後の予定

年７月28日 閣議決定・国会提出令和５

３



公 安 委 員 会 令和５年上半期の懲戒処分者数 令和５年７月２０日

説明資料№ について 長 官 官 房

１ 懲戒処分者数の推移（上半期）

２ 事由・処分別
（単位：人）

区 分 免職 停職 減給 戒告 合計

1(- 2)職 務 放 棄 ・ 懈 怠 等 1

0(- 5)被 疑 者 事 故 等

0(- 2)情報管理・取扱不適切

3(- 1)職権濫用・収賄供応等 1 1 1

1(- 1)犯 人 隠 避 等 1

2(+ 1)公文書偽造・毀棄、証拠隠滅等 2

0(- 1)物 品 管 理 不 適 切 等

9(- 3)その他の勤務規律違反等 1 5 3

5(+ 1)暴 行 ・ 傷 害 等 1 3 1

25(+ 3)窃 盗 ・ 詐 欺 ・ 横 領 等 7 2 15 1

21(+12)交 通 事 故 ・ 違 反 5 8 4 4

46( 0)異 性 関 係 4 9 28 5 ±

4(- 1)そ の 他 の 法 令 違 反 等 2 1 1

0( 0)監 督 責 任 ±

117(+ 1)計 18 25 58 16
(+ 8) (- 4) (+ 4) (- 7)

※（ ）内は前年同期比を示す。
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